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   ５）通所介護事業所（１／２０） 
 看護職員（１／１）、介護職員（１／２）、生活相談員（１／１） 
機能訓練指導員（１／１） 

 
   ６）認知症対応型共同生活介護事業所（１／１０） 

 看護職員（１／１）、介護職員（１／２）、介護支援専門員（１／１） 
 

４．調査項目 
（１）施設・事業所票 
    給与等の引き上げ状況、介護従事者の処遇状況、収支の状況、加

算の取得状況、利用者数、職員数 等 
 
（２）従事者票 
    性別、年齢、勤続年数、勤務形態、労働時間、資格の取得状況、

兼務の状況、基本給額、一時金額 等 
 

５．その他 
介護報酬改定とは別に予定されている、介護従事者処遇改善交付金（仮

称）の影響をふまえた分析を行う必要があるため、今回調査実施後に同交

付金の交付開始後の処遇状況についても把握を予定している。 
 




